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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第２区分
【発行日】平成30年2月8日(2018.2.8)

【公開番号】特開2017-78770(P2017-78770A)
【公開日】平成29年4月27日(2017.4.27)
【年通号数】公開・登録公報2017-017
【出願番号】特願2015-206172(P2015-206172)
【国際特許分類】
   Ｇ０２Ｂ  15/20     (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ  13/18     (2006.01)
   Ｇ０３Ｂ   5/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０２Ｂ   15/20     　　　　
   Ｇ０２Ｂ   13/18     　　　　
   Ｇ０３Ｂ    5/00     　　　Ｊ

【手続補正書】
【提出日】平成29年12月20日(2017.12.20)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項４】
　広角端と望遠端における前記第３レンズ群と前記第４レンズ群の間隔をＬ３４ｗ、Ｌ３
４tとしたとき、
　　　０．０１＜Ｌ３４ｔ／Ｌ３４ｗ＜０．６０
を満たすことを特徴とする請求項３に記載のズームレンズ。
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項６】
　前記第１レンズ群は、物体側から像側へ順に、フォーカシングのためには移動しない負
の屈折力の第１１レンズ群、フォーカシングに際して移動する正の屈折力の第１２レンズ
群、正の屈折力の第１３レンズ群から構成され、前記第１１レンズ群の焦点距離をｆ１１
としたとき、
　　　－１．５＜ｆ１１／ｆ１＜－０．４
を満たすことを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載のズームレンズ。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３９】
　図３は本発明の実施例２（数値実施例２）であるズームレンズにおいて、広角端で無限
遠に合焦しているときのレンズ断面図である。図４において、（ａ）は数値実施例２の広
角端、（ｂ）は数値実施例２の焦点距離１６ｍｍ、（ｃ）は数値実施例２の望遠端の縦収



(2) JP 2017-78770 A5 2018.2.8

差図を示している。いずれの収差図も、無限遠に合焦しているときの縦収差図である。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４４】
　図５は本発明の実施例３（数値実施例３）であるズームレンズにおいて、広角端で無限
遠に合焦しているときのレンズ断面図である。図６において、（ａ）は数値実施例３の広
角端、（ｂ）は数値実施例３の焦点距離２１ｍｍ、（ｃ）は数値実施例３の望遠端の縦収
差図を示している。いずれの収差図も、無限遠に合焦しているときの縦収差図である。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４９】
　図７は本発明の実施例４（数値実施例４）であるズームレンズにおいて、広角端で無限
遠に合焦しているときのレンズ断面図である。図８において、（ａ）は数値実施例４の広
角端、（ｂ）は数値実施例４の焦点距離３０ｍｍ、（ｃ）は数値実施例４の望遠端の縦収
差図を示している。いずれの収差図も、無限遠に合焦しているときの縦収差図である。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５４】
　図９は本発明の実施例５（数値実施例５）であるズームレンズにおいて、広角端で無限
遠に合焦しているときのレンズ断面図である。図１０において、（ａ）は数値実施例５の
広角端、（ｂ）は数値実施例５の焦点距離２５ｍｍ、（ｃ）は数値実施例３の望遠端の縦
収差図を示している。いずれの収差図も、無限遠に合焦しているときの縦収差図である。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５９】
　図１１は本発明の実施例６（数値実施例６）であるズームレンズにおいて、広角端で無
限遠に合焦しているときのレンズ断面図である。図１２において、（ａ）は数値実施例６
の広角端、（ｂ）は数値実施例６の焦点距離５０ｍｍ、（ｃ）は数値実施例６の望遠端の
縦収差図を示している。いずれの収差図も、無限遠に合焦しているときの縦収差図である
。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６４】
　図１３は本発明の実施例７（数値実施例７）であるズームレンズにおいて、広角端で無
限遠に合焦しているときのレンズ断面図である。図１４において、（ａ）は数値実施例７
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の広角端、（ｂ）は数値実施例７の焦点距離４０ｍｍ、（ｃ）は数値実施例７の望遠端の
縦収差図を示している。いずれの収差図も、無限遠に合焦しているときの縦収差図である
。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６９】
　図１５は本発明の実施例８（数値実施例８）であるズームレンズにおいて、広角端で無
限遠に合焦しているときのレンズ断面図である。図１６において、（ａ）は数値実施例８
の広角端、（ｂ）は数値実施例８の焦点距離４０ｍｍ、（ｃ）は数値実施例８の望遠端の
縦収差図を示している。いずれの収差図も、無限遠に合焦しているときの縦収差図である
。
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７４】
　図１７は本発明の実施例９（数値実施例９）であるズームレンズにおいて、広角端で無
限遠に合焦しているときのレンズ断面図である。図１８において、（ａ）は数値実施例９
の広角端、（ｂ）は数値実施例９の焦点距離７０ｍｍ、（ｃ）は数値実施例９の望遠端の
縦収差図を示している。いずれの収差図も、無限遠に合焦しているときの縦収差図である
。
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７９】
　図１９は本発明の実施例１０（数値実施例１０）であるズームレンズにおいて、広角端
で無限遠に合焦しているときのレンズ断面図である。図２０において、（ａ）は数値実施
例１０の広角端、（ｂ）は数値実施例１０の焦点距離５５ｍｍ、（ｃ）は数値実施例１０
の望遠端の縦収差図を示している。いずれの収差図も、無限遠に合焦しているときの縦収
差図である。
【手続補正１２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８４】
　図２１は本発明の実施例１１（数値実施例１１）であるズームレンズにおいて、広角端
で無限遠に合焦しているときのレンズ断面図である。図２２において、（ａ）は数値実施
例１１の広角端、（ｂ）は数値実施例１１の焦点距離４５ｍｍ、（ｃ）は数値実施例１１
の望遠端の縦収差図を示している。いずれの収差図も、無限遠に合焦しているときの縦収
差図である。
【手続補正１３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８９
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【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８９】
　図２３は本発明の実施例１２（数値実施例１２）であるズームレンズにおいて、広角端
で無限遠に合焦しているときのレンズ断面図である。図２４において、（ａ）は数値実施
例１２の広角端、（ｂ）は数値実施例１２の焦点距離４０ｍｍ、（ｃ）は数値実施例１２
の望遠端の縦収差図を示している。いずれの収差図も、無限遠に合焦しているときの縦収
差図である。
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